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論 文 内 容 の 要 旨 
 
１．本研究の背景と目的 
2006 年のバリアフリー新法の制定，2011 年の改正によって，「ユニバーサルデザインの考
え方に基づきすべての利用者に利用しやすい施設及び車両等の整備を通じて，国民が生き生
きと安全に暮らせる活力ある社会の維持に寄与する」ことが明記された。 
このような背景の下，（公社）日本道路協会が発行した「舗装設計施工指針（平成 18 年版）」
では，歩道および自転車道等における舗装の役割は歩行者および自転車，車椅子の通行に対
して安全，円滑，快適な歩行性，走行性を確保することが記されている。具体的な舗装の性
能として「すべり抵抗性」，「段差」，「衝撃吸収性」，「透水性」，「路面温度低減」の 5 つの性
能が例示されている。これらの性能の中で，「衝撃吸収性」と「路面温度低減」の 2 性能は，
比較的最近に取り入れられたもので，現在も標準化をめざし，研究が進められている途上に
あることもあり，性能の評価法は例示されてはいるものの，具体的な目標値は明記されてい
ないのが現状である。 
歩行者の安全性や快適性などを考慮した衝撃吸収性が求められる歩行者系舗装について
は，表層材の性能のみならず，表層より下の層の硬さも加味した構造設計が必要となるはず
である。しかし，歩道の設計において，舗装構成などは力学的根拠に基づいて決定するので
はなく，経験および施工性から決められることが多い。そこで本研究では，利用者が転倒し
た際の怪我に直結する衝撃吸収性に着目し，歩行者系舗装の路面の硬さの目標値の設定およ
び構造設計法の検討を行うこととした。また，転落によるケガなどの危険が考えられる遊具
周りの舗装も歩行者系舗装に該当すると考え，この構造設計法を遊具からの落下に対する安
全性を考慮した表層材の厚さの設計手法に適用することについても検討した。 
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２．歩行者系舗装の衝撃吸収性・弾力性に関する研究事例と課題 
歩行者系舗装をめぐる社会情勢の変遷や歩行者系舗装に求められる性能，特に衝撃吸収
性・弾力性に関する既往の研究事例を整理したところ，以下のように総括できることがわか
った。 
(1) 歩行者系舗装の衝撃吸収性・弾力性の評価は，スチールボール(SB)とゴルフボール(GB)
の反発係数（SB 係数，GB 係数）を用いた舗装路面の弾力性試験が多用されている。 
(2) 舗装路面の硬さ試験において，JIS 規格のヘッドモデルを落下させたときの衝撃加速度
と GB 係数には正の相関，SB 係数と衝撃加速度には負の相関がある。 
(3) 車いす利用者の走行性と歩行者の歩きやすさを考慮した衝撃加速度の範囲が示されて
いるが，これに基づいた舗装の構造設計が提案されるまでには至っていない。 
(4) 歩行者系舗装の弾力性評価に地盤の簡易支持力試験が行われた事例はあるが，簡易支持
力試験と舗装路面の弾力性試験あるいは舗装路面の硬さ試験との関連性については十
分な検討がなされていない。 
地盤の簡易支持力試験では，載荷重と載荷時の路面たわみを測定するため，K 値などの支
持力係数の他に弾性理論を用いた舗装体の弾性係数の算出も可能である。そのため，簡易支
持力試験から求まる弾性係数と舗装路面の弾力性・硬さ試験結果の関係が明確になれば，利
用者が安全で快適に通行できる衝撃吸収性を有する歩行者系舗装の構造設計法を構築する
ことが可能になることがわかった。 
 
３．利用者の安全性・快適性を考慮した歩行者系舗装の構造設計法の提案 
（１）歩行者系舗装の路面の弾性係数と弾力性・硬さ試験結果の関係 
歩行者系舗装を対象に路面弾性係数（表層以下を単層とみなした場合の弾性係数）と舗路
面の弾力性・硬さ試験結果の関係を調査し，「歩きやすさ」を念頭に置いたアンケート調査
結果と比較した。その結果，硬さ試験による衝撃加速度が大きくなれば，路面弾性係数も大
きくなっており，舗装路面が硬いと評価されるほど，弾性係数が大きくなることがわかった。
また，既往の文献との関連性を精査したところ，利用者が安全で快適に通行できる衝撃加速
度の範囲を 69～100G と設定できることがわかった。また，衝撃加速度と路面弾性係数は，
路面弾性係数を対数軸とする片対数グラフにおいて直線関係が得られ，衝撃加速度の範囲
（69～100G）に対応する路面弾性係数の範囲は 30～120MPa であることがわかった。この
結果より，歩行者系舗装の路面弾性係数が 30～120MPa の範囲内に収まるように構造を決定
すれば，設計時に利用者の安全性・快適性を考慮できることがわかった。 
（２）路面弾性係数を用いた構造設計法 
Burmister の 2 層系弾性理論によると，2 層系地盤の弾性係数には式(１)に示す関係がある。
この手法にしたがって，ゴムチップ等を用いたいわゆる弾性舗装を既設舗装上に施工する場
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合，路盤から構築する場合の 2 通りの計算例を示した。その結果，何れの計算例も概ね現実
的な結果が得られることがわかった。 
F
E
v
E
v
f
f

−
=
−
2
2
2
2
11
                          (1) 
ここに，F：変位係数(= k2/k1)，Ef・vf：路面弾性係数・ポアソン比，E2・v2：下層の弾性係数・
ポアソン比，k1・k2：各層上面の K 値 
 
４．実舗装による提案設計法の妥当性の検証 
 3 章において Burmister の 2 層系弾性地盤モデルを用いて安全性や快適性を考慮した歩行
者系舗装の理論的な構造設計が行える可能性があることを確認した。しかし当該研究の知見
は，舗装の断面や使用材料の弾性係数などを仮定した計算結果によるものであり，様々な歩
行者系舗装を構築して実験的に確認したものではない。そこで 4 章では，構内に構築した舗
装構成や表層の使用材料が異なる 26 種類の試験舗装から直接求めた路面弾性係数と室内実
験で求めた表層材料の弾性係数から算出した路面弾性係数を比較し，本研究で提案した構造
設計方法の適用性について実験的に検証した。 
試験舗装および室内供試体の測定結果から，Burmister の 2 層系弾性地盤モデルにより求
まる路面弾性係数と，試験舗装上で求まる路面弾性係数の関係を比較した結果，構造設計法
により求めた路面弾性係数と実測の路面弾性係数には正の相関が見られるが，全体的に構造
設計法による弾性係数の方が若干小さな値を示す傾向にあった。しかしこれに対しては，表
層材料の弾性係数を室内実験により測定しておけば補正できることがわかった。また，利用
者が安全で快適に通行できる歩行者系舗装の弾性係数の範囲 30～120MPa に対し，試験舗装
で実測された路面弾性係数の範囲は 25～128MPa であったことから，3 章で提案した歩行者
系舗装の構造設計法は妥当な結果を与えることがわかった。 
 
５．提案設計法の遊具周り舗装への適用性に関する検討 
遊具周りの落下に対する安全性評価には「HIC 試験」（ASTM-F-1292）が用いられており，
測定結果は HIC 値と呼ばれている。HIC とは頭部損傷基準値（Head Injury Criterion）のこと
で，HIC 値は 4.6kg のヘッドモデルを任意の高さから落下させ，着地時の衝撃加速度と接地
時間から計算される値である。ASTM-F-1292 では頭部に重大な損傷が生じない高さの指標
として，HIC 値が 1000 未満かつ衝撃加速度のピークが 200G 未満の両方を満足する落下高
さを安全な落下高さと規定している。 
国土交通省が平成 14 年に発行した「都市公園における遊具の安全確保に関する指針」に
よると，遊具周りの路面には遊具の落下高さに見合った衝撃吸収性を有する素材を選定する
ことが望ましいとして，HIC 試験が紹介されている。HIC 試験は，施工後もしくは供用中の
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舗装路面の硬さの安全性評価や，衝撃吸収性を有する表層材の性能評価試験として活用され
ているが，表層より下の層を包括した遊具周りの安全な落下高さを考慮した構造設計法へ適
用した事例は見当たらない。そこで， HIC 試験と路面弾性係数に相関性が認められれば，4
章までに提案，実証した歩行者系舗装の理論設計法の枠組みに頭部損傷基準値を導入するこ
とが可能となり，歩道だけでなく公園の遊具周りなど，より広範囲な舗装の安全性を考慮し
た構造設計・評価が行えることから，本研究で提案した構造設計法の遊具周り舗装への適用
性を検討することとした。 
HIC 試験は HIC 値が 1000 未満かつ衝撃加速度が 200G 未満を満たす安全な落下高さを求
める試験であるため，舗装路面の硬さ試験のように，衝撃加速度のみの比較では，落下高さ
の情報が含まれない。そこで，HIC 試験をバネ定数 R とするバネ地盤上への質量 m の重錘
落下モデルと捉え，運動方程式を用いてバネ定数で比較することとした。重錘着地以降のバ
ネ地盤の変形は，式(2)の運動方程式で表すことができる。 
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これを展開し，フックの法則に代入すると， 
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HIC 試験等の重錘落下試験において計測される衝撃加速度 a が，F(t) とともに最大値を示
すと考えると，F(t) = ma となることから，地盤のバネ定数 R は以下のように求めることが
できる。  
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 これを第 4 章で使用した試験舗装での測定結果に適用したところ，HIC 試験と路面弾性係
数には非常に高い相関性が見られることがわかった。また，この結果に基づき本研究で提案
した構造設計法を用いて遊具周り舗装の表層厚の設計例を提示することが可能となった。つ
まり，安全な落下高さと路面弾性係数の関係性を求めておけば，安全な落下高さを考慮した
遊具周りの表層材の選定と厚さの設計が可能であることがわかった。 
 
６．総括 
日本は，総人口に占める 65 歳以上の高齢者の割合が 21%を超える超高齢社会であり，高
齢者を含むすべての人が安全，安心に移動できる歩行空間の整備が必要とされている。その
ような背景の下，車いすの走行性や歩行時の快適性・安全性に考慮した衝撃吸収性を有する
歩行者系舗装の舗装厚さの設計法に関する研究を行った。 
研究の結果，舗装路面の硬さ試験で求まる衝撃加速度と簡易支持力試験により求まる路面
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弾性係数（表層以下を単層とみなした場合の弾性係数）には関係性があり，衝撃吸収性を考
慮した表層の厚さを理論的に設計することが可能であることがわかった。また，当該構造設
計法の適用性を検証することを目的に，表層の種類や厚さおよび下層の条件を変えた 26 種
類の試験舗装を構築し，理論設計法と実測により求まる路面弾性係数を比較した結果，当該
構造設計法の適用可能性が確認できた。さらに，HIC 試験により求まる安全な落下高さを歩
行者系舗装の構造設計法の枠組みに採り入れることを目的に，路面弾性係数と安全な落下高
さの相関性を求め，遊具からの落下に対する安全性を考慮した舗装の表層厚さの設計法につ
いて検討した結果， HIC 試験と路面弾性係数には非常に高い相関性が見られ，安全な落下
高さと路面弾性係数の関係性が得られれば，安全な落下高さを考慮した遊具周りの表層材の
選定と表層厚さを設計できることもわかった。 
 本研究により，これまで，経験や施工性により設計されてきた歩行者系舗装が，歩行者の
快適性や安全性，遊具からの落下に対する安全性といった要求性能に応じて理論的に設計で
きることがわかった。今後は現場での実証実験等を積み重ね，本研究で提案した設計方法の
精度を向上させ，安全・安心な歩行空間の設計に貢献していく必要があると考えられる。 
 
 
審 査 報 告 概 要 
 
近年，高齢者を含むすべての人が安全，安心に移動できる歩行空間の整備が求められるよ
うになってきている。歩道舗装に代表される歩行者系舗装の設計には，交通条件や地盤条件
等に応じて構造を決定する車道舗装と同じ設計思想が適用されてきたため，作用荷重が小さ
い歩行者系舗装の構造は経験や施工性によってのみ決められてきた。本研究は，このような
現状に鑑み，歩道や遊歩道，遊具周りに施工される歩行者系舗装を対象に，利用者の快適性
や安全性に強く関連する衝撃吸収性を性能指標とした構造設計法について検討したもので
ある。本研究を通して，衝撃吸収性と弾性係数には高い相関性があることを示し，弾性理論
に基づいた衝撃吸収性を考慮した構造設計法を提案するに至った。また，構造条件を変えた
26 種類の試験舗装を構築し，当該構造設計法の妥当性を検証するとともに，頭部損傷に対
する安全性が求められる遊具周りの舗装設計についても検討し，安全な落下高さを考慮した
遊具周りの舗装設計にも適用可能であることを示した。 
これらの研究成果は，歩行者系舗装の設計において利用者の快適性・安全性という要求性
能を導入するための理論的背景を与えるものであり，本研究で示した衝撃吸収性と弾性係数
の関係を求めるための技術的枠組みは広く普及し得るものであるとともに，今後の新たな舗
装材料開発に貢献するものであることなどを評価し，審査員一同は博士（農業工学）の学位
を授与する価値があると判断した。 
